
デジタル庁における
ベース・レジストリの取組状況について

公共施設、制度情報の集約、利活用

資料４



• ベース・レジストリとは、公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参
照される、人、法人、土地、建物、資格等の社会の基本データであり、正
確性や最新性が確保された社会の基幹となるデータベース。

−日本では台帳等が相当する場合が多い。（クローズデータとオープンデータがある）

ベースレジストリとは何か１
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申請画面に登録情報、過去情報が自
動入力されるので申請が楽になる

申請情報と証明情報を自動照合
できるので審査が楽になる

最新で正確なデータ（店舗情報等）
を使ったサービスが作れる

オープン
データ化

各組織が共通的なデータを
管理しなくてもよくなる

重複コスト
の削減

各地の
店舗情報

住所

法人情報

法人名
本店所在地

審査時間
コスト
の削減

法人
ベース・
レジストリ

法人（事業所）
ベース・
レジストリ

申請や審査の効率化 基礎データのオープンデータ化 社会全体での重複投資の削減

法人のベース・レジストリの効果例

※システム構築費用の削減も実現できる



• 2021年5月に内閣官房がベース・レジストリを指定。整備を推進中。

ベースレジストリとは何か２
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法人
３情報

事業所

アドレス
（町字・地

番）

支援
制度

個人
資格

法人
資格

法律・政
令・省令

地図情報

中央省庁
施設

自治体
施設

個人 その他法律等
公共
施設

土地

地図

個人
４情報

法人

【電子国土基本図（国土地理院）】

【 ミラサポPlus制度ナビ（経産
省）】

【生活再建支援制度DB（府防災）】

【官報（印刷局）】

【EDINET（金融庁）*】

【eGov（総務省）】

灰色はデータ戦略タスクフォース第一次とりま
とめベース・レジストリロードマップの区分

郵便番号

【（日本郵便株式会社）】

文字情報

【（文字情報技術促進協議会）】

決算情報

イベント

・

戸籍

オープン化

整備のあり方を含め検討

【町字：電子国土基本図（国土地理院）】
【地番：不動産登記簿（法務省）】

氏名
住所
性別
生年月日

個人情報については、「マイナンバー制
度及び国と地方のデジタル基盤抜本改
善ワーキンググループ 」を受け、マイナ
ンバー等を利用した情報連携の拡大に
向けた検討を進める

マイナンバー法等の下
マイナンバーを利用した

情報連携

オープン化見込み
届出認定 表彰

【gBizINFO（経産省）】

【会社法人等番号、商号（法人
名）、

本店（所在地）、役員、資本金：
商業・法人登記簿（法務省）*】

役員
資本金

事業所DBの構築の仕組みを検討

法人・土地に係る行政サービスにおける
ワンスオンリーの実現等の新たな価値の創出

※

※

※具体的なデータの活用・整備方法等について要調整

※

*既にgBizINFOと連携済みでありgBizINFOの活用も検討中

※マイ
ナンバー

【法人番号：法人番号公表サイト（国税庁） * 】 不動産
登記情報

【所在、不動産番号、地図データ：
不動産登記簿（法務省）】

区分①

区分②

【凡例】

※

ベース・レジストリを指定対象データ

公共施設と支援制度情報の
集約化を計画・推進中



• 目的
−公共サービス拠点の情報集積を図る

∙ 手続き拠点の確認

∙ 公共サービス提供拠点の紹介

• 対象施設
−行政機関による直営施設

−届出等により行政機関がリスト化している公共サービス施設

• 実施内容
−施設情報の収集と集約ファイルの公開

∙ 2022年度は登録機能と検索機能は含まない。

› Web公開情報の自動収集による登録と民間活用での検証を実施。

公共施設ベース・レジストリの概要
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• 公共施設ベースレジストリに、子ども関連情報を集中登録する
ことが考えられる。

こども関連施設を登録する場合のイメージ
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公共施設
ベース・レジストリ

学校一覧
（幼稚園含む）

各府省が保有する
こども関連施設情報

自治体が保有する
こども関連施設情報

保育園一覧

簡易検索サイト

• デジタル庁は、2022年度に検証用データベースで
機能検証を実施。

• 検証を受け2023年度に機能追加を検討。
（各施設を一意に特定するための識別子管理の仕組み等）

認定こども園一覧

対象データを検討する場合の手順
1. 対象データ候補の決定
2. 対象データ候補はデータ一覧を管理しているか確認
3. データ一覧は収集、活用が可能か確認
4. データ変換等の処理が必要か確認
5. データ項目の優先順位の決定
6. データを継続的に更新する仕組み確立

民間
サービス

API

ベース・レジストリのイメージ

国民

様々な施設を検索可能

※現在の検証用ベースレジストリは
データ管理を検証しているので利用
サービス機能は整備していない

今後検討が必要なデータ



• 目的
−行政機関の支援制度情報の一元的集約

∙ 国・自治体の支援制度の一元的検索

• 対象制度
−府省庁・自治体が提供する支援制度

• 実施内容
−個人向け支援制度検索サイト「マイ制度ナビ」の公開

∙ 個人向け制度登録数：350件

−府省庁・自治体への制度登録用IDの発行
∙ 市区町村へのID発行は未実施

−ぴったりサービスとの連携
∙ ぴったりサービスの子育て関連手続き4分野（母子保健・児童手当・児童扶養手
当・保育）をマイ制度ナビで検索から申請までをワンストップ（R4年度中）

制度ベース・レジストリの概要
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※支援制度とは、給付金制度、相談等の行政サービス



• 制度ベース・レジストリに、子ども関連情報を集中登録することが考えられる。

• すでに子どもの貧困対策関連制度については、マイ制度ナビへの登録を関係省
庁へ依頼中。

− 12/14内閣府子どもの貧困対策担当とデジタル庁の連名で事務連絡を通知

こども関連制度を登録する場合のイメージ

制度情報
登録

検索
府省
自治体

国民

自分に必要で活用できる
市区町村、都道府県、国の支援制度を一元的
に確認できる
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ベース・レジストリの利用イメージ

支援制度ベース・
レジストリ


